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 1. 学校給⾷における県産農林⽔産物利⽤状況調査について 

1.1 背景と⽬的 

沖縄県では、地域で⽣産された農林⽔産物を地域で消費する地産地消運動を全県的に展開し、県産農林⽔
産物の⽣産と消費の拡⼤に向けた取り組みを推進している。 

令和 6 年度策定の「第 5 次沖縄県地産地消推進計画」では、沖縄県の地産地消の⽬指す 3 つのゴールを実
現させるために、4 つの推進⽅策の柱が設けられた。このうち推進⽅策「県産品の安定的な供給と、消費者
が使いやすい仕組みづくり」では、成果指標の１つに「学校給⾷における県産利⽤率（⽜乳を除く）」を令
和 8 年度までに 32.0％とする⽬標を掲げている。 

 本調査は「学校給⾷における県産農林⽔産物の利⽤率」（以下「県産利⽤率」）の現状値を把握し、今後学
校給⾷において地産地消を推進するための施策を探るべく実施する。 

 

1.２ 調査フロー 

本調査のフローは下図の通りである 
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1.3 調査概要 

① 調査⽬的 

県内学校給⾷において県産農林⽔産物がどの程度活⽤されているか定期的に調査し、その実態を把握する
ことで課題の抽出を⾏うとともに、今後の学校給⾷における県産農林⽔産物の利⽤促進及び地産地消推進に
向けた取り組みに⽣かすための基礎資料とする。 

② 調査対象施設 

県内 41 市町村の学校給⾷センター及び単独調理場、特別⽀援学校など 108 施設。 

③ 調査対象品⽬ 

 野菜 23 品⽬、果実４品⽬、畜産物６品⽬、⽔産物５品⽬の合計 38 品⽬。原則として⽣鮮野菜や⼀次加⼯
品が対象で、⽶などの穀物、レトルトなどの加⼯⾷品は対象外とする。また、「⽜乳」は調査対象品⽬だが、
⽜乳は他の対象品⽬と⽐べて利⽤量が著しく多く、他の品⽬の利⽤率の変化を全体の値として適切に捉える
ことが難しくなるため、本報告書では「⽜乳」を除く県産利⽤率について考察する。 「⽜乳」及び「⽜乳」
を含む総量等については、参考資料として巻末に記載する。 

④ 調査対象期間 

令和 5 年４⽉１⽇〜令和 6 年３⽉ 31 ⽇（令和 5 年度、１年間） 

⑤ 調査⽅法 

調査票をメール配付または上記②の各施設で沖縄県農林⽔産部流通・加⼯推進課のウェブページからダウ
ンロードし、③の各品⽬について⽉別の県産利⽤量及び⾦額を「総量」「内県産」の別に記⼊したものをメ
ール等で回収する。 

⑥ 回収期間 

令和 6 年４⽉１⽇〜令和 6 年 11 ⽉ 15 ⽇ 

⑦ 回収結果 
 

 

 

⑧ 特記事項 

ア. 各⾃治体が実施した学校給⾷への県産⾷材無償提供事業の影響 

④の期間中、⼦どもたちが⾷育教育を中⼼とした教育実践活動を通じて農業に対する理解を深めることを
⽬的に各地域で学校給⾷への無償提供が実施された。これらの影響も考慮し、分析を実施する。 

新型コロナウイルス感染症拡⼤に伴う観光・外⾷需要の減少等に販売先や取引量の激減が懸念された県産
⾷材について、その⽣産⾯への影響回避と需要喚起を図るため、令和 2〜3 年度において沖縄県等から学校
給⾷へ畜産物（⽜⾁やアグー豚、鶏卵）、⽔産物（もずく、マグロ、ソデイカ、クルマエビ）など無償提供
があったが令和 4 年度以降は新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響が改善されたことにより、無償提供が
減少した。 

 

 調査対象施設数 回収数 回収率 

数量調査 108 108 100％ 
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■参考  

○令和５年度調査対象期間中に無償提供があった品⽬まとめ(各施設の聴き取りによる) 

提供物 提供量（㎏） 

サヤインゲン 118 

ゴーヤー 126 

パパイヤ 134 

オクラ 73 

ニンジン 57 

パインアップル 830 

すいか 150 

もずく 84 

 

○無償提供の推移（令和 2〜5 年度） 
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